
教育長

　電源開発株式会社では、大
間原子力発電所について、
２０２９年後半に安全対策工
事を終了する予定としており、
操業前には国によるオフサイ
トセンターの指定が必要と
なる。立地場所については、
運転開始時期を見据えな
がら、国が定めるガイド
ライン等に基づき、施設から
の距離や関係者の円滑な
参集、下北地域全体の原子力
防災体制を踏まえた検討が
必要と考えている。

危機管理局長

下北地域における
原子力防災体制
下北地域における
原子力防災体制

　国道２７９号木野部工区は、令和２
年度から事業に着手し、道路構造や
トンネルに係る詳細設計等が完了。
引き続きトンネル施工に必要となる
調査・検討などを進める。
　風間浦バイパスは、昨年１０月に
想定ルート帯を公表し、現在は道路
概略設計を進めている。今後は、技術

的 難 易 度 の
高 い 工 事に
ついての課題
整理や環境影
響調査などに
も取り組む。

県土整備部長

下北地域の強靭化を
支援する道路整備
下北地域の強靭化を
支援する道路整備
国道２７９号木野部工区及び
風間浦バイパスの取組状況と
今後の予定について伺う。

　原子力災害時の対応拠点とな
る施設。万一原子力災害が発生し
た場合に、国、県、市町村、原子
力事業者及び防災関係機関等が
参集し、情報共有・意思統一を
図りながら、避難や緊急時モニタ
リング等の応急対策を行う。

オフサイトセンター

大間原子力発電所に係る
　オフサイトセンターの立地に
向けた検討状況について伺う。

　県では、生活相談員の対応能力の向上を図るため、専門家を講師に外
国人の在留に係る制度や外国の文化、習慣などをテーマとした研修を毎
年実施している。
　また、より専門的な相談にも対応できるよう、出入国在留管理庁が、本
年８月から新たに実施する　外国人支援コーディネーター養成研修に本
県の生活相談員を参加させ、相談内容ごとに、適切な相手先に円滑につ
なげる能力等のさらなる向上を図っていく。

　夜間中学は、地域や生徒の状況に応じて、設置者や設置場所などを
検討する必要があるほか、義務教育未修了者や一度中学校を卒業した
者など、多様な教育ニーズへの対応を検討する必要がある。
　県教育委員会では、令和５年度のアンケート調査結果を踏まえ、ニーズ
や学びたい理由について市町村教育委員会と共通理解を図っており、
引き続き連携しながら夜間中学の在り方について検討していく。

観光交流推進部長

 出入国在留管理庁が2024年度から実施している外国人支援コー
ディネーター養成研修を修了し、認定を受けた人材。自治体等が
設置する外国人相談窓口において、生活上の困りごとを抱える
外国人をより適切な支援につなげていくことが期待されている。

　夜に授業が行われる公立の中学校で、様々な理由により義務
教育を修了できなかった人や、不登校などのために学校に通え
なかった人、本国で義務教育を修了していない外国籍の人など
が学ぶことができる。青森県には設置されていない。

外国人支援コーディネーター 夜間中学　

外国人相談窓口に従事する外国人生活相談員の専門性向上に、
県はどのように取り組むのか伺う。

本県における外国人住民向け支援本県における外国人住民向け支援

多様な学びへの対応
県立での　夜間中学の設置を視野に検討を進めるべき

と考えるが、県教育委員会の考えを伺う。

▲ 国道２７９号木野部工区及び風間浦バイパス概略図
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